
政策の柱 政策名 20　多様なボランティア・NPO活動の推進

政策目標

主な事業等 （単位：千円）

施策 内容
【参考】

R5予算額
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6,500　・【拡】消防団充実強化推進事業（再掲）
　　　消防団の認知度向上や団員確保を図るため、企業・団体の広報誌やSNSやCMを用いた
　　　広報活動等を実施

　・災害救援ボランティア事業
　　 －災害救援ボランティアコーディネーターの新規養成研修や繰り返し研修の実施
 　　－災害救援ボランティアコーディネーターの名簿登録
 　　－災害時を想定したボランティア本部の運営や災害救援ボランティア活動訓練の実施

■消防団員確保対策の支援

　・市町村が行う消防団活動の活性化（施設・装備の充実や消防団員の確保等）に向けた
　　取組みに対する支援（再掲）

　・【新】災害ボランティアバンク事業
　　　災害時にボランティア活動を行う意思がある個人・団体を事前登録し災害ボランティア情報
　　　を発信

　・【新】災害ボランティア活動費補助
　　　－県内の被災地で被災者支援活動を行う団体の活動費を補助
　　　－県外の被災地へ向かうための災害ボランティアバス運行を補助

　・ボランティアに関する情報提供
　　　情報誌等を通じたボランティア活動の紹介や情報提供

■災害救援ボランティア活動の強化

　・災害関係機関との連携促進
　　　災害時に救援ボランティア活動を円滑に行うため、関係機関等で構成する
　　　県災害ボランティア連絡会を開催

　・富山県民ボランティア総合支援センターの運営支援
　　　ＮＰＯ支援の拠点である当該センターによるＮＰＯ支援、ネットワーク促進の取組みや
　　　運営に対して助成

　・県ボランティアコーディネーターの設置支援
　　　富山県ボランティアセンターのコーディネート活動への支援

  ・市町村ボランティアコーディネーターの設置支援
　　　地域のボランティア支援の中核となる市町村ボランティアセンターのコーディネート活動
      への支援

　・ボランティア活動拠点施設の管理・運営
　　　ボランティア交流サロンの充実

　・スキル活用社会貢献セミナー開催事業（再掲）
　　　スキルを活かして社会貢献を行うなど、柔軟な働き方を考えるセミナーを地区毎に開催

■ボランティアの人材育成

　・災害救援ボランティア事業（再掲）
　　　市町村ボランティアコーディネーター、受入施設職員に対する研修の実施

　・児童・生徒、地域のボランティア活動推進事業
　　　地域の多様な関係団体・機関とともに、地域でのボランティア活動や福祉教育の
　　　学びの場を設定

　・高校生介護体験特別事業
　　　介護等体験指定校とした高等学校で、高齢者、障害（児）者等に対する介護等に
　　　関する事業を実施

　・スキル活用社会貢献セミナー開催事業（再掲）
　　　スキルを活かして社会貢献を行うなど、柔軟な働き方を考えるセミナーを地区毎に開催

■ボランティア・ＮＰＯ活動・交流拠点の機能の充実

　・児童・生徒、地域のボランティア活動推進事業（再掲）
　　　地域のボランティアグループとの連絡調整を行うボランティアサポーター研修の実施

　・【新】NPOチャレンジプロジェクト事業
　　　学生がNPOやボランティア活動を体験できる場を設定

「元気とやま創造計画アクションプラン（R5年度版）」

未来とやま

ボランティアやＮＰＯが幅広い人々の参加のもと、地域づくりや公共サービスの新たな担い手
として、様々な分野において活発に活動し、活躍していること。

(1) 幅広い県民のボラ
ンティア活動の参加
促進

■幅広い県民のボランティア活動への参加促進と活動支援

　・富山県民ボランティア・ＮＰＯ大会
　　　ボランティア意識の啓発とボランティアの活動紹介等を行う富山県民ボランティア・
　　　ＮＰＯ大会の開催
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県とＮＰＯとの協働事業数 県とＮＰＯが協働で取り組む事業数

指標名
現況

R3年度

目標

指標の説明

災害救援ボランティアコーディネーター・
リーダー登録者数

災害時に災害ボランティア本部の運営を担う、
災害救援ボランティアコーディネーター及び
リーダーへの登録者数

　・関係人口1,000万人協働促進事業
　　　県内のＮＰＯ・ボランティア団体等が他の地域と協働して地域課題解決や地域活性化に
　　　取り組む活動等に対し支援

　・関係人口1,000万人協働促進事業
　　　県内のＮＰＯ・ボランティア団体等が他の地域と協働して地域課題解決や地域活性化に
　　　取り組む活動等に対し支援

■協働相談体制の充実

　・ボランティア総合支援センター内に協働の相談窓口を設置し、協働のマッチング等を支援

認定ＮＰＯ法人数
ＮＰＯ法人から税制上の優遇措置が大きい認
定ＮＰＯ法人への移行法人数

R3
(2021年度)

R8
(2026年度)

■ＮＰＯへの寄附の推奨

　・ＮＰＯへの寄附を顕彰する制度の設置

■協働事業の推進(3) 多様な主体が公
共サービスを担うた
めの協働事業の推進

■自発的、主体的な取組みの拡大と自立的活動の支援

　・ＮＰＯ情報の収集・提供の充実
　　　－情報誌やインターネットを活用した、各種講習会や民間の助成制度等の情報提供
　　　－ＮＰＯ情報やイベント開催、ボランティア募集等の情報サイトの充実

■ＮＰＯの組織・財政基盤の充実を図る活動への支援

　・【新】ＮＰＯ法人支援講座・オンデマンド動画配信事業
　　　ＮＰＯ組織運営力の向上を図るマネジメント講座、会計・税務・労務講座や相談会の実施
　　　ＮＰＯ法人設立の流れや設立後の届出書類の作成方法等について動画で配信

　・ＮＰＯ法人支援税制による税負担の軽減
　　　一定の要件を満たす場合に、法人県民税均等割、不動産取得税、自動車取得税等を
　　　全額免除、自動車税について課税を免除

(2)ＮＰＯの活動基盤
の安定・強化

■ＮＰＯのマネジメント力の強化支援

　・【新】ＮＰＯ法人支援講座・オンデマンド動画配信事業
　　　ＮＰＯ組織運営力の向上を図るマネジメント講座、会計・税務・労務講座や相談会の実施
　　　ＮＰＯ法人設立の流れや設立後の届出書類の作成方法等について動画で配信

■ＮＰＯに関する情報提供や活動事例の紹介


